
 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸　  借  　対  　照　  表  

（令和７年３月３１日現在）
(単位:百万円)

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

流動資産 4,291 流動負債 1,145
現 金 及 び 預 金 34 買 掛 金 732
受 取 手 形 0 未 払 金 62
完成 工事 未収 入金 1,641 預 り 金 4
未 収 入 金 5 未 払 費 用 78
材 料 貯 蔵 品 15 未 払 法 人 税 等 30
短 期 貸 付 金 2,588 未 払 消 費 税 等 31
前 払 費 用 5 賞 与 引 当 金 205
未 収 収 益 0
そ の 他 の 流動 資産 0

固定資産 1,596
703

建 物 537 固定負債 891
構 築 物 1 退 職 給 付 引 当 金 880
機 械 及 び 装 置 76 役員退職慰労引当金 11
車 両 運 搬 具 7
工 具 器具 及び 備品 40
土 地 38

2,037

無形固定資産 37 株主資本 3,850
ソ フ ト ウ エ ア 35 資本金 66
その他の無形固定資産 1 利益剰余金 3,784

 利益準備金 16
その他利益剰余金 3,768

投資その他の資産 855 建 設 積 立 金 230
投 資 有 価 証 券 454 別 途 積 立 金 1,745
出 資 金 0 繰越利益剰余金 1,793
繰 延 税 金 資 産 397
その他の投資その他の資産 3

3,850

5,887 5,887

(注）1　記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
2　「0」は、金額が百万円未満であることを示しております。

資 産 合 計 負債･純資産合計

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

有形固定資産

負 債 合 計
(純 資 産 の 部)

純資産合計



 

 

個 別 注 記 表 
令和 ６年 ４月 １日 から 

令和 ７年 ３月３１日 まで 

 

 

I   重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

関連会社株式    移動平均法による原価法 

その他有価証券（特定金銭債権等を構成する有価証券を含む） 

市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却価格は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法 

 

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）、並びに平成２８年

４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

 

(２) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

 

(３) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 



 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３． 引当金の計上基準 

(１) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち当事業年度の負担額を

計上しております。 

 

(２) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を計上し

ております。 

 

(３) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上してお

ります。 

 

４． 収益及び費用の計上基準 

(１) 工事契約に係る収益認識 

工事契約に係る収益は、工期がごく短い工事を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の

期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法

は、工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。また、履行義

務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発

生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準を適用しております。工期

がごく短い工事については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足し

た時点で収益を認識しております。 

(２) 代理人取引に係る収益認識 

商品販売事業における当社の役割が代理人に該当する取引については、総額から仕入先

に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。 

 

５． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(１) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

II   貸借対照表に関する注記 

１． 有形固定資産の減価償却累計額      １，３４６百万円 

２． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

短期金銭債権     １，２７１百万円 

長期金銭債権         ０百万円 

短期金銭債務        １１百万円 

 

 

III   税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金等の否認等であります。 

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第１３号）」が 2025 年 3 月 31 日に国会で

成立したことに伴い、2026 年 4 月 1 日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税

が行われることになりました。 

これに伴い、2026 年 4 月 1 日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等

に係る繰延税金資産については、法定実効税率を 34.22％から 35.06％に変更し計算しており

ます。 

この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額は７，５０４千円増加し、法人税等

調整額が７，５０４千円減少しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

IV   関連当事者との取引に関する注記 

１． 親会社及び法人主要株主等 

 (単位：百万円) 

種 類 
会社等

の名称 

議決権等

の 所 有

（被所有）

割合 

関 連

当 事

者 

と の

関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 北海道

旅客鉄

道㈱ 

被所有 

直接 

７３．８％ 

鉄 道

関 連

工 事

受託 

完成工事高 ４，７８８ 

 

完成工事

未収入金 

１，２７１ 

出向負担金

の支払い 

１３６ 未払費用 

未払金 

８ 

２ 

建物等の賃

貸 

１ その他の

投 資 （ 保

証金等） 

０ 

その他販管

費の支払い 

１   

 

（注）１ 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

２ 記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。 

３ 「０」は金額が百万円未満であることを示しております。 

４ 取引については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 

５ 出向負担金の受入額及び支払額については、当社の人件費を基準として決定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２． 兄弟会社等                                          (単位：百万円) 

種類 会社等

の名称 

議決権等

所有 

（被所有）

割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の 

内容 

取引金額 科目 期末残高 

親会社

の 

子会社 

㈱北海

道 ジ ェ

イ ・ ア

ール商

事 
― 

資 金 の

貸 付 ・

物 品 販

売等 

資金の受取利息 

 

４ 

 

未収収益 

短期貸付金 

０ 

２，５８８ 

完成工事高 １７５ 完成工事未収入金 １０ 

再 ﾘ ｰ ｽ 料 の

支払 

０   

そ の 他 材 料

等の購入 

１１ 未払金 １ 

札幌駅

総合開

発㈱ 

直接 

４．９７％ 

工 事 受

託 

完成工事高 

 

３７９ 

 

完成工事未収

入金 

８６ 

出向負担金

の受入 

３４ 未収入金 ２ 

(注) １ 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には貸付金を除き消費税等を含め

ております。 

    ２ 記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。 

    ３ 取引条件ないし取引条件の決定方法等 

(１) 資金の貸付は平成１４年５月より導入しているＣＭＳによるものであります。また、上記

の利息については、市場金利等を参考に決定しております。 

(２) 取引については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 

 

V   １株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     ４１，６７４円０４銭 

１株当たり当期純利益     ２，４０３円７２銭 

 

VI   当期純利益金額 

        当期純利益金額          ２２２百万円 

 

VII   その他の注記 

貸借対照表及び個別注記表に記載されている金額は、単位未満を切り捨て表示しております。 

 

 

 


